
制限付き一般競争入札の実施について 

 

 次のとおり制限付き一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号。以下「施行令」という。）第１６７条の６第１項の規定により公告する。 

 

平成３１年４月１０日 

 

射水市長 夏 野 元 志 

 

１ 制限付き一般競争入札に付する事項 

（１）入札番号  第１４２号 

（２）工事件名  射水市斎場新築（電気設備）工事 

（３）施工場所  射水市 沖塚原 地内 

（４）完成期限  平成３３年１月７日まで 

（５）工  種  電気工事   

（６）工事概要  射水市斎場の新築に伴う電気設備工事一式 

（７）予定価格  入札予定一覧表のとおり 

 

２ 入札参加資格 

  次に掲げるすべての条件を満たす特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）

であること。 

（１）共同企業体の構成員は、次の条件をすべて満たしていること。 

  ① 施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

  ② 射水市における建設工事競争入札参加資格を有する者であること。 

  ③ 富山県又は射水市からの指名停止期間中の者でないこと。（申請書類提出期限の日から

入札日の間に指名停止期間のない者） 

（２）共同企業体の結成に当たっては、次の条件をすべて満たしていること。 

  ① 構成員は２者又は３者であること。 

  ② 共同企業体の代表構成員の出資比率は構成員中最大であるものとし、各構成員の出資比

率が、構成員が２者である場合は、それぞれ３０％以上、３者である場合はそれぞれ２０％

以上であること。 

  ③ 各構成員は、当該工事について当該共同企業体以外の共同企業体の構成員でないこと。 

  ④ 共同施工方式であること。 

  ⑤ 専任の監理技術者又は主任技術者を配置することができること。 

  ⑥ 代表構成員は、次の条件をすべて満たしていること。 

   ア 入札参加資格審査申請書提出期限の直近の決算日を審査基準日とする電気工事の経

営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の総合評定値が９００点以上の者であるこ

と。ただし、提出期限が直近の決算日から７月以内であって、結果通知書の交付を受け

ていない場合には、その前期の決算日を審査基準日とする経営事項審査をもって代える

ことができる。 
イ 平成２１年４月１日以降、当該工事と同種、大規模な工事を単体企業又は共同企業体



の構成員として施工した実績を有する者（施工中を含む。）であること。 
ウ 建築業法（昭和２４年法律第１００号）第１５条の規定による特定建設業の許可を有

し、富山県内に建設業法第３条第１項の規定による営業所を有する者であること。 

  ⑦ 代表構成員以外の構成員は、次の条件をすべて満たしていること。 

   ア 射水市内に建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定による主たる

営業所を有する者又は準市内業者の登録のある者であること。 

イ 射水市建設工事競争入札参加資格者名簿の電気工事においてＡ級に登載されている

者であること。（※H31.4.1公表の入札参加資格者名簿） 

（３）共同企業体の名称 

   「○○建設・△△工業（・□□組）射水市斎場新築（電気設備）工事共同企業体」 

   注）株式会社、有限会社の表記はしないこと。  

 

３ 入札参加資格審査申請書類の提出 

（１）書類は、１部提出するものとする。 

（２）受付期間等 

  ① 期 間  平成３１年４月１０日(水)から平成３１年４月１９日(金)までとする。 

  ② 場 所  富山県射水市新開発４１０番地１ 

         射水市財務管理部管財契約課（庁舎４階） 

  ③ その他  申請書類は持参するものとし、郵送又は伝送によるものは受け付けない。 

（３）入札参加資格審査申請書類の内容 

  ① 申請書（様式第１号）       

  ② 施工実績調書（様式第２号） 

  ③ 配置予定の技術者調書（様式第３号） 

    配置予定技術者の有する資格、工事の経験等 

④ 使用印鑑届（様式第４号） 

  ⑤ 特定建設工事共同企業体協定書の写し 

（４）申請書類の取扱い 

①  申請書等の作成に要する費用は、申請者の負担とする。 

②  提出された申請書等は、入札参加資格審査以外には使用しない。 

③ 提出された申請書等は返却しない。 

④ 提出された申請書等は公表しない。 

 

４ 入札参加資格審査結果 
（１） 入札参加資格審査の結果は、平成３１年４月２４日(水)に一般競争入札参加資格確認通知

書で通知する。 
（２）入札参加資格否認の理由の説明 

  ① 入札参加資格がないと認められた共同企業体は、その理由について説明を求めることが

できる。 

  ② 理由の説明を求める場合は、平成３１年４月２６日(金)までに射水市財務管理部管財契

約課へ書面を持参して行わなければならない。 



  ③ 理由の説明は平成３１年５月８日(水)までに書面により行う。 

 

５ 設計図書の配布等 

（１）配布等申請期間 

   平成３１年４月１０日(水)から平成３１年４月１９日(金)まで 

（２）配布方法 

設計図書配布等申請書（様式第５号）提出時に市ホームページ設計書閲覧用パスワードを 

配布する。 

（３）申請及び配布場所 

射水市財務管理部管財契約課 

（４）設計図書配布等申請書を提出しない共同企業体は入札に参加することができない。 

（５）設計図書に対する質問書の提出 

① 質問書提出期間  

平成３１年４月１０日（水）から平成３１年５月８日（水）まで 

② 提出場所 

射水市財務管理部管財契約課へ直接持参し提出あるいはＦＡＸ又はメールにて行う。 

（６）質問への回答期限   

平成３１年５月９日（木） 

    

６ 入札日時及び場所 

（１）入札日時 

    平成３１年５月１４日(火) 午前９時１０分 

（２）入札場所 

    射水市役所布目分庁舎３階３０２会議室 

 

７ 入札の無効  

射水市契約規則第５条及び射水市建設工事等入札心得第５条に該当する入札は、無効とする。 

 

８ 入札保証金 免除 

 

９ 契約保証金 本契約締結時に納付すること。 

 

10 積算内訳書 入札書と同封して提出すること。 

 

11 低入札調査基準価格 

設定有り 

（１） 基準価格を下回る入札が行われた場合、落札者の決定を保留し、後日、入札参加者に結果 

を通知する。 

（２） 基準価格を下回る価格で落札した場合、契約保証金の額を契約金額の１００分の３０以上 

とする。 

（３） 基準価格を下回る価格で落札した共同企業体のすべての構成員は、当該工事の完成検査結 



果通知日以降でなければ、市が発注する同種の工事入札に参加することはできない。ただし、

工事入札に参加することができない期間は、当該工事を落札した日から１２箇月を限度とす

る。 

（４） 上記のほか射水市建設工事に係る低入札価格調査制度実施要領の規定は、共同企業体のす 

べての構成員について適用する。 

 

12 失格基準価格 設定有り 

 

13 契約手続等 

  この工事の契約については、議会の議決が必要なので、落札者とは入札後、仮契約を締結し、 

議会での議決後、本契約を行う。 

 

14 工事代金の支払の条件 

（１）前金払（中間前金払） 有り 

（２）部分払 有り 

 

15 留意事項 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加

算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 

なお、契約金額については、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）とす

る｡ 

 

16 問合せ先 

  富山県射水市新開発４１０番地１ 

  射水市財務管理部管財契約課（庁舎４階） 

   TEL：０７６６－５１－６６１７  

FAX：０７６６－５１－６６５０ 

 


